
●いわてブランドマーケティング�
　戦略展開事業�
　いわてブランドの育成と定着化に向けた総合的
かつ戦略的な支援を展開。�

●地場産業総合振興対策事業�
　地域産業の主要な担い手である地場産業の振興、
「いわてブランド」の創出を図る。�

　事業協同組合などが行う次の項目などを助成�

　●新商品開発　●デザイン開発�
　●地域のイメージアップ�
　●地場産品の紹介　●起業化�

①顧客ニーズの把握　②製品の企画・開発�
③需要開発・プロモーション　④流通対策�

●にぎわい塾開催事業費補助�
　中心市街地の活性化を担う意欲ある地域リーダー
の育成を図るため、地域の課題をテーマとする「に
ぎわい塾」を開催。人的ネットワークづくりととも
に、地域特性に応じた中心市街地活性化のための
総合的、一体的な施策の展開を図る。�

●地域密着型創業・�
　経営革新推進事業費補助�
　各商工会、商工会議所で、小人数の講座を開
催し、創業・経営革新のための取組みに向けた
専門的知識の取得、基礎的能力の開発を支援。�

①地域塾�
　県内３地域で、地域課題などをテーマに各２回以上開催。�

②本塾�
　盛岡地区で、地域塾の前後に各１回開催し、オリエンテー
ション、成果発表、パネルディスカッションなどを実施。�

●コールセンター�
　立地促進費補助�
　今後さらなる成長と雇用
確保が期待されるコールセ
ンターの立地を促進するため、
立上げ時から操業開始後ま
でをトータルで助成する。�

補助対象企業と期間�
　コールセンター業務を行う平成14～16年度までの間に立地した
企業に対し３年間補助�

補助内容�
補助対象経費　　補助率 限度額�
固定資産投資額　 2/10　　 １億円�
通信回線使用料    1/2　6,000万円／年�
オフィス賃借料    1/3　1,500万円／年�
※１企業当たりの補助金総額は、通算（３年間）で３億円を限度とする。�

①モデル事業テーマ設定�
　リサイクル産業やソフト系IT産業等の分野から2テーマ程度�

②専任のトータルコーディネータの設置�
　モデル事業の掘起こしから事業化までの総合的に管理する専任のコーディ
ネータをテーマごとに設置。�

③高度な専門コーディネータによる目利き�
　テーマ設定からモデル事業の掘起こし、共同事業体の立上げ及び事業化
の各段階に応じて、取組みの実現性を高めるため、高度な知見を有する専門
家による目利きを適時実施。�

④既存産業支援施策の有効活用�
　取組みの各段階において、地域プラネットフォーム関連事業や各種研究
開発支援事業を有効に活用し、共同事業体における具体の取組みを支援。�

●東北新幹線銀河系いわて�
　全線開通記念宣伝事業�
　重点的な観光宣伝を行うとともに旅行商品化を促進。�

①実施時期�
　平成14年６月～平成15年６月�

②展開内容�
　宣伝広告事業／旅行商品化促進事業�

●チャレンジド�
　就業支援事業�
　チャレンジド（障害者）の雇用促
進を図るため、「チャレンジド（障
害者）就業支援センター（仮称）」を
設置。また、民間職業訓練法人への
委託による身体障害者の職業能力
開発を実施し就業支援を展開。�

①障害者就業支援センター運営費補助�
　福祉部門の生活支援センターと連携しながら、就職に関する相談対応、援助
を行う「チャレンジド（障害者）就業支援センター（仮称）」の運営費に対し補助。�

②障害者職場実習費補助�
　チャレンジド就業支援センター等があっせんする職場実習を支援するた
め、受入先事業所に対する謝金の支給に対して補助。�
　補助率　定額�

③身体障害者への職業訓練の実施�
　職業訓練法人への委託によりOA系職種対応の職業訓練を実施。�

●新産業事業化�
　支援事業費補助�
　リサイクル産業やソフト系
I T産業等の特定分野のモデル
事業について、産学官連携によ
る共同事業体の立上げから製
品開発、事業化までをトータル
にコーディネート。�

●いわてインキュベーション�
　ファンド組成事業�
　株式公開企業育成を目指し、地域密着
型のベンチャーファンド「いわてインキュ
ベーションファンド」を組成。�

　対象企業：株式公開を目指している県内ベンチャー企業、
本県と関係のある有望なベンチャー企業など�
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①創業講座�
　創業に関心のある方を対象に、創業の準備から�
起業成功のポイントなどに関する講座を開催。�

②経営革新講座�
　小規模事業者などを対象に、専門家による経営上の問題分析か
ら簡易版経営革新計画作成までを演習中心に研修する講座の開催。�

　県は、財団法人いわて産業振興センターとも連携を図りながら、「新たなニーズに対応した産業の創造」などをテー

マに、平成14年度も様々な事業を積極的に展開することとしています。今回はその主なものをご紹介します。�

産学官共同による新技術開発を促進�
民間ベンチャーキャピタルが組成する新組織などでより手厚い支援�
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第一は「環境」、「情報」をキーワードとした「新事業展開の

促進」です。現在、国内外で取り組みが進められているリサイ

クルや情報通信網の整備・拡充は、これからも重要な産業とし

て進められていくことが予想されます。そこで、いわて産業振

興センターでも、産学連携はもちろん、立ち上げから事業化ま

でをスムーズに移行できるような支援を推進します。

また、従来の形態にとらわれない新たな発想を重視したベン

チャー企業が株式公開など本県のリーディング企業となるよう

な支援を行います。さらに新たな企業の成長に欠かせない投資

と投資後の育成に重点を置いた、地域密着型のベンチャーファ

ンド「いわてインキュベーションファンド」を組成し、よりベ

ンチャー企業が成長しやすい環境を整えていきます。

第二に、いわてブランドの育成と定着のための、総合的、戦

略的な展開を行います。同時に新たないわてブランド創出のた

めのニーズの把握から流通にいたるまでを分析し、戦略的な支

援を展開します。

第三として今後成長が期待されるコールセンター

（電話やインターネットによる顧客集中管理業）

の業務を行う企業の誘致と補助の推進

です。その他、コールセンタ

ーオペレーター等の基

本的スキルの習得を目的とした人材養成事業も実施します。

第四には今年12月の東北新幹線盛岡以北開業を契機にした

観光情報の発信強化です。インターネットを活用した新しい観

光情報システムにより情報発信するとともに、首都圏の主要駅

や観光物産展、銀河系いわてフェスティバルなどを通じた重点

的な宣伝事業を展開します。また大手旅行エージェントや東北

各県旅行業者に対して情報提供を行い、旅行商品化の促進に取

り組みます。

第五には、中心市街地などの商工地区企業経営者の育成です。

意欲のある地域リーダーの育成を図る「にぎわい塾」を開催し、

中心市街地活性化に取り組みます。また、各地の商工会・商工

会議所で、小規模の創業や経営革新の知識取得・能力開発の支

援を行います。

第六には、障害者の就業支援です。障害者の生活面と就業面

を一体的に支援する「チャレンジド就業支援センター」（仮称）

を設置するとともに、民間職業訓練法人への委託による身体障

害者のＩＴ技術習得のための職業能力開発を行います。

今後、以上の重点施策を展開する予定です。具体的な事業に

ついては、本誌やホームページなどを通じてお知らせしますの

で、皆さんの積極的なご参加をお待ちいたします。


